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　第1の 仮説は、「開発途上国であ っても、長期的な雇用に基づ く内部昇進制の導入は労働者
の技能形成に資する可能性が高い」であった。そこで、まず企業の内部昇進制度の導入に注 目
する。表7は 、職位別の人材の充足方法を示 している。この結果は、幾つかの興味ある結果を






も企業内で蓄積されてお り、採用 ・登用のリスクコス トが小さくなること、第3に 日系企業の
業種が現地ではほとんど見られない業種であるために、他の企業での就業経験が余 り重要でな
いこと等が挙げられる。特に、バングラデシュのように学校教育 ・職業教育制度が人的資源開
発に十分な役割を果た していない国では、企業内訓練を通 じての技能形成の重要性は経営者 ・
管理者の間で強 く認識されている。第2の 注 目すべき事として、 日系企業の多 くが一般労働職
において未経験者を採用 している。 日系企業の経営者管理者は異口同音に、「就業経験のない
未経験労働者の方が従順であ り、職務態度が良いことに加えて、新 しい技能を習得 しようとす







監督職及び班長職に関 しては内部昇進が主な人材の充足方法として普及 してお り、一般労働職
の労働者が班長職、或いは監督職まで昇進できる制度は存在 している。特に、監督職に関 して
内部昇進制度を人材の主な充足方法 として採用しているEPZ外現地系企業は7割 近 くにも及
んでお り、多 くのEPZ外 現地系企業の経営者 ・管理者は実力とやる気 さえあれば、昇進は可
能であると述べていた。管理職や監督職などの高い職位に関して、EPZ外現地系企業の内部
昇進制度がEPZ内 現地系企業 よりも若干浸透 しているが、これは前者の操業年数の平均が後
者よりも5年ほど長いためによるものであると推測される。現地系企業では、一般労働職の人











































































(出所)質 問票 よ り集計。











ず現地人労働者の離職状況に注 目する。表8は 、職位別の離職状況についての認識を示 してい





較であ り、仮に彼らが離職 率を 「高い」と判断するならば、内部昇進制度を初めとした適切な
労務管理システムが機能せず、生産体制に何らかの支障をきた していることを意味する。第2
の理由として、多 くの経営者 ・管理者は下位の職位になるほど正確な離職率を把握 しておらず、
離職率の状況を彼らの主観性に頼らざるを得ないことがある。
表8　職位別の離職状況 (単位:社、()内 は%)







































































(出所)質 問票に よ り集計。
(注)括弧内の値は カテ ゴ リー内総数に対す る割合。
　このように、ここで示 したデータの長所と限界を考慮 した上で現地系企業の労働者の離職率





い。但 し、EPZ外現地系企業の26%の企業は技術職の離職率に関して 「高い」 と回答 してお
り、これは技術職の人員の充足に関 して外部労働市場が機能 していることを示唆 している。表




者が容易に離職 して しまう」と指摘 した。
　一方、一般労働職の離職 率は所有形態を問わず、「高い」 と指摘 した企業が3割 から4割を
占めている。離職率を 「高い」と回答 したある日系企業の経営者は、一般労働職として入る新
規労働者の2～3割 が1ヶ 月以内、6割 は1年 以内に辞めると答えた。また、現地系企業で離
職率を 「高い」と回答 した企業の中には、2週 間で3割 の労働者が、1ヶ 月で5割 以上の労働
者が離職するとい うところも珍 しくはなかった。その一方で、現地系企業で離職率が 「少ない」
と回答 した企業においても、1～2割 の労働者が1ヶ 月以内に離職すると指摘 していた。この
事実からも、現地系企業で 「高い」と回答 した企業だけではなく 「低い」と回答 した企業でも、
その離職率が 日本的な基準からすればかなり高いことが推測される。一般労働職の門戸の入 り
口は他の職位に比べると遥かに広いが、同時に出口も広 く、多 くの労働者が内部昇進を誘因と
して高い技能を習得する前に離職 して しまう。ある日系企業の管理者は、「バ ングラデシュの
一般労働者は労働条件に対 して満足 しないとす ぐに他の企業へ移るが、その内の何人かは他の
企業での労働条件に対 しても満足せずに、また 日系企業に戻って くる。定着率の悪い労働者の
賃金水準はいつまでたっても上昇せずに、一般労働職での出入 りを繰 り返 している」と述べた。
　このような一般労働者の高い離職 率の要因として、短期利潤の確保を試みる近視眼的な経営











　一方、 日系企業の多 くは労使の長期的な関係に基づ く内部昇進制度の利点を認め、その制度
一88一
バングラデシュにおける人的資源管理 ・開発と技能形成
を広 く導入 している。 しか し、誤解 してはならないことは労働者が長期的な雇用関係を望んで
はいるものの、長期的な昇進制度の採用を受入れていないことである。小池(1994)は長期競
争モデル、すなわち長期の働きぶ りで実績を競い、それによって報酬や昇進が決まって くると
いったモデルが 日本の労働者の技能形成を促進 してきたと指摘 した。 しか し、 日系企業の経営
者 ・管理者との面談調査で明らかになったことは、働きぶ りと報酬 ・昇進との間隔が長 くなる
ような評価制度を導入することはかえって労働者の労働意欲をそ ぐことになるとい うことであ
った。 日本の長期競争モデルは大勢の競争プレイヤーが存在する場合には機能するかもしれな

















(=余り重要でない)、3(=ど ちらとも言えない)、4(=か な り重要である)、5(=非常
に重要である)の5段 階評価 してもらい、所有形態別に平均値を測定 したものである。また、
表10はウエルチ検定を用いて所有形態間の格差に関 しての検定結果を示 している。ここで、注
目すべき結果は 「学歴」に関 して 日系企業と現地系企業との間に有意な差が見られたことであ
る(1%水 準以下で統計的に有意)。これは、日系企業が昇進基準として 「学歴」を現地系企
業ほど重視 していないことを示 している。ある日系企業の管理者は 「以前、大卒の労働者を何
人か雇ったことがあるが、作業現場に入って仕事をするのを嫌が り、1年 以内にみんな辞めて













































































(注)***、**はそれ ぞれ1%、5%の 水準 で統計的 に有意 であることを示す。
　一方、現地系企業、特にEPZ内 現地系企業の多 くの経営者 ・管理者は 「学歴」を昇進の基
準 として重視すると回答 した。何人かの現地系企業の経営者 ・管理者は、「学歴の低い労働者
がたとえ高い能力や労働意欲を持っていても、管理者、監督者として下の労働者を管理 ・指示
した りすることは難 しい。なぜならば、バングラデシュでは学歴社会や階層社会が色濃 く存在
してお り、低い学歴保有者が高い学歴保有者に対 し、統率力や指導力を発揮 しに くい環境にあ




リアを示 したものである。 日系企業12社の内、2社 は初等教育修了(教 育歴5年)の 労働者も






















































が監督職からスター トさせている。EPZ外現地系企業では、3社 を除 く39社が初等教育修了
以下の労働者を採用 してお り、その39社の内、半数の20社が班長職まで、3社 が監督職までの
職位に昇進 させている。 また、SSC修了の労働者に関しては42社が班長職以上の職位に昇進
させている。HSC修了の労働者では、35社が管理職まで昇進 させてお り、高等教育修了者で





















上するのに従って上の資格に昇格 して昇給 してい く。すなわち、学歴によって規定されて労働














者が単に長 く働けば昇給するとい うのではなく、技能の向上を通 じて職務遂行能力を向上させ
ることが昇給の程度を決定することになる。査定による定期昇給の職能給と査定による成績給
の違いは、前者が過去の数字に上積みされてい くのに対 し、後者は一期ごとに評価されてい く









になっている。査定とは労働者の仕事ぶ りを通 して彼らの会社に対する寄与度を評価 し、それ
を人事管理に反映させることであるが、そのためには客観性と公平性が確保される必要がある。
　表12は、労働者に対する査定の問題点を所有形態別に示 している。査定の問題点として最も
多 く指摘 されたのが、 日系企業では 「職務評価 の標準化が進 んでいない」、現地系企業では
「客観的データに基づ く評価 しかできない」であった。現地系企業の数十社で評価表を見るこ
とができたが、どの企業においても評価項 目が職務態度や勤怠状況といったものから構成され
てお り、労働者の技能向上を細か く評価 している企業は全 くなかった。このように、労働者の





























































































































































(出所)質 問票及び面談調査 よ り集計。














(出所)質 問票 よ り集計。
(注)複数回答可能。




















関が存在 していない。 この結果、多くのEPZ外 現地系企業は立地条件に起因する雇用規則の
縛 りの違いを労働費用の削減手段 として活用 してお り、それがEPZ外 企業で働いている労働
者の労働意欲や技能向上意欲を損なう恐れがある。
　これ までの賃金体系に関す る議論 よ り、バングラデシュで生産活動 してい る企業、特に
EPZ外企業の賃金体系には労働者の技能形成を促進するような金銭的誘因が欠如 しているこ
とがわかった。それゆえ、第2の 仮説が成立 しておらず、バングラデシュの企業は企業内養成










らか じめ仕事表などの作成を通 じて整理 し、どの職務が一人前にできるようになったかを定期
的にチ ェックしながら指導することが重要になって くる。
(3)第3の仮説の検証







産労働者はほとんど1つ の持ち場の仕事だけこなし、めったに移動 しない2)部 門内の2～3
箇所程度の持ち場を移動、3)班 長単位内の移動、4)監 督者単位内の移動、5)自 分の部門
を越えて関連の深い部門の移動といったように5つ に分類される。



























(出所)質 問票及び面談調査 よ り集計。
(注)括弧内の値は カテ ゴ リー内総数に対す る割合。
　表13は、一般労働者の配置転換の程度を示 したものである。アンケー ト調査では全ての日系
企業が一般労働者に配置転換を通 じて複数の持ち場を担当させるだけでなく、部門を越えての




















化させて生産性を上げるとい うや り方を導入 している。企業の第一義的 目標が量産効果の増大
にある場合、企業は近視眼的な経営戦略を採る可能性が高 くなり、生産効率を一時的に下げる
恐れのある配置転換の実施には消極的になる。こうした作業組織の編成は労働力の人的資源の
質とも絡んでお り、多 くの現地系企業は技能の幅や深さを追求するよりも、む しろテイラー ・
フォー ド的管理思想に基づ く作業工程の徹底 した細分化、分業化、単能工化によって生産性の
向上を図ろうとしている。また、労働者側にとっても新 しい技能を習得することはチャレンジ
であ り、配置転換は彼らにある意味のフラス トレーションを堆積させるだけではなく、企業が
配置転換を通 じて多能工を育成 しようと意図 しても、多 くの現地系企業で導入されている能率
給の導入が労働者に多能工化を拒否させることになる。更に、彼らの企業組織内での地位や序
列を乱すような配置転換に対する抵抗 も生 じると考えられる。あるEPZ内 現地系企業の経営
者は、「EPZへ進出した当初、配置転換を通 じて従業員に幅広い技能を身に付けさせようと試
みた。 しか し、従業員が新 しい技能を覚えようとする意欲に欠けていた り、広範囲の技能を習
得することに大きな負担を感 じた りして、企業の意向を実現することが難 しかった。それゆえ、














ける現地系企業の一般労働者の約2割 がこのレベルに達 していることを発見 した。本研究では
一般労働者が深い技能を習得 しているかどうかを検証するために、生産現場の異常や変化に関
連 した2つ の質問を用意 した。第1の 質問は 「製品構成の変更に際 して、それをめ ぐる段取 り
業務の補助に誰が対応するのか」、第2の 質問は 「日常的に起 こる異常が機械に生 じた場合、
主に誰が対応するのか」で、現場の生産性を左右する非定常的な事態に誰が主に対処 している
かを尋ねた。「異常の対応」や 「段取 り業務の補助」は表6で 示 した技術 ・技能水準の評価枠
組みに照らし合わせるならば、第2段 階に相当 している。















班 長 　 　 9(43)
技 術 者:4(9)
監 督 者:34(79)










(出所)質 問票 よ り集計。
(注)括弧内の値は カテ ゴ リー内総数に対す る割合。
　表14は、生産現場の変化や異常に対応する担当者の比較を示 している。「異常の対応」に関
して、 日系企業では現地人管理者や技術者が主に対応 している。大部分の日系企業の輸出市場















いて成立 しておらず、 日系企業においても部分的に しか成立 していないことが示された。
　ここで最後に、 日系企業の一般労働者に知的熟練と呼ばれた深い技能が形成されない要因を
検討 したい。また、多 くの現地系企業、特にEPZ外 現地系企業が労働者の技能形成方式とし
て、多能工化ではなく単能工化を導入 している要因を便益 ・費用の観点からも考察 してみる。
表15　企業内訓練の問題点 (単位:社)

















OJTが労働者の技能形成を促進 させる条件の1つ として、先輩が仕事を通 じて後輩を指導す
る互助的な雰囲気が職場に存在す ることを挙げた7)。本研究では、企業がOJTを 中心とした
企業内訓練でどのような問題に直面 しているかを尋ねた。その結果が、表15で示されている。
日系企業によって指摘された最 も大 きな問題点は、「技術 ・技能の秘匿」である。上層部にい
















においても示されたように、 日系企業は 「同僚との協力」を最も重要な項 目として挙げている。
技術 ・技能の秘匿といった問題を解決するためには、 日本人経営者 ・管理者が同僚や部下に対
する指導を積極的に行っている従業員をきちんとした人事考課によって評価 し、昇進 ・昇給と
いった形での物的報酬に反映 させることが重要である。すなわち、「仕事ができる」だけでは
なく、「仕事が教えられ る」とい うことも報酬に反映されるような査定制度を構築す る必要が
ある。






を原則 としてSSC修 了(教 育歴年数10年)以上に置いているが、バ ングラデシュの量、質と
もに低水準の人的資源開発が労働者の技能形成に必要な素養を欠如させていると考えられる。
何人かの日本人経営者 ・管理者は、「バ ングラデシュ人は日本人 と比べて器用である」 と指摘
したが、同時に 「基礎教育の欠如が作業改善能力、 トラブル処理能力、判断能力の低さの原因
になっているのではないか」とい う声も多 く聞かれた。この意味では、企業が労働者の 「基本
的知識 ・技能の低 さ」をOJTに よって補完するだけではなく、QCサ ークルや講習といった
































な雇用関係を前提 とする。 しか し、それは同時に労務費の固定化を意味する。加えて、EPZ
内の企業が正規労働者 として採用 した場合、BEPZAの雇用規則によって定期昇給、手当、退
職金などの労務費の固定化が必然的に起 こる。そのため、EPZ内企業は労務費の固定 コス ト
を回収する方策として、多能工化を通 じて質の良い労働力を内部で養成 ・確保 しようとする誘
因が大きくなる。一方、多 くのEPZ外 の企業は雇用規則からのしば りが弱 く、労働者との長
期的雇用に起因する労務費の固定化を回避することができるために、技能形成の単機能主義を






















ている。 日系企業は人材の内部調達を重視 し、一定の人数の基幹工を内部育成 しようと試みて
いるが、未だその仕組みを構築するために努力 している過程にある。このことからすれば、現




れれば、彼らの技能形成を促進することができる」とい う第2の 仮説に関 しては、 日系企業及
び現地系企業とも部分的にしか確認できなかった。EPZ内で操業 している企業は所有形態に
関係なく、その労務管理制度はBEPZAの雇用規則によって大きく規定 されてくる。　BEPZA
は年当た りの労働者 の昇給率を最低10%以上に義務付けてお り、その金銭的な報酬制度が
EPZ内の企業で働いている労働者の技能形成を促進 させる誘因になる。一方、　EPZ外現地系












地系企業においては成立 しておらず、 日系企業においても技能の深さに関 しては成立 していな
いことが示された。その理由として、高い失業率を抱えているバングラデシュの労働市場に起
因する 「技術 ・技能の秘匿」の問題や教育制度を中心としたバングラデシュの人的資源開発の
低さに帰属する 「基本的知識 ・技能の低さ」の問題が挙げられる。また、多 くの現地系企業が
単能工化を導入 している要因として、多能工化の訓練コス トの問題、資本使用的な技術の導入




図っている。但 し、需要の変動に基づ く生産体制の変化に対応するためには、多能工化を通 じ
て労働構成の偏 りを是正 し、企業内の労働力の適切な資源配分を図る必要が出て くる。
注
6)小池(1994)は労働の移動を配置転換とい う言葉を用いず、職務の曖昧さと呼んでいる。
7)泉はそれ以外の条件 として、第1に 企業が労働者の技能形成に対 して長期的な戦略を持っていること、
　 第2に 仕事自体の持つ教育機能が確保 されてお り、労働者が職業的魅力を感 じていること、第3に 労
　 働者の離職率が低 く、技能形成をするための時間が十分に確保されていることを指摘 した。しかし、
　　これまでの議論か らすると、第1に 職位の高い人材の調達に関 しては外部市場が存在 してお り、企業


















　　 (5S運動やQCサ ークルを含めて)等 の基本モデルを生産現場に定着 させてきたと述べている。
11)EPZ外現地系企業のビジネス トレンドと企業特性との関連性を見るために、クラメールの独立係数を
　　用いて検定を行った。検定するにあたって、表4のEPZ外 現地系企業特性、及び表5の ビジネスト
　　レン ドで示されているデータを用いた。ビジネス トレン ドの1つ 目のカテゴリーが3年 連続増収の企
　　業、または2年 連続増収で且つ1年 間現状維持の企業、2つ 目のカテゴリーが3年 連続減収の企業、
　　3つ目のカテゴリーが これ ら以外のビジネス トレン ドを持った企業の3つ のカテゴリーに分類した。
　　また、従業員数は1-500人未満、501-1000人未満、1001人以上の3つ のカテゴリーを、資本金は1
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